
  

フィールド４ 健康福祉 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健健  

康康  

福福  

祉祉  

力力  

４－１． 

健康づくりと

医療体制の充

実 

 

 

４－３． 

児童福祉の充

実 

 

 

４－４． 

障がい者福祉

の充実 

 

 

４－２． 

地域福祉の充

実 

 

施策 基本計画 

１．地域と一体となった健康づくり 

２．母子保健対策の推進 

３．生活習慣病の予防と早期発見・早期治療 

４．こころの健康づくり 

５．感染症対策の推進 

６．救急体制の維持・強化と地域医療の確保 

１．地域福祉意識の啓発と推進体制の充実 

２．地域福祉活動の推進 

３．地域福祉担い手の育成・確保 

フィールド４：健康福祉健康福祉健康福祉健康福祉    

～～誰誰ももがが健健康康でで、、生生ききががいいとと安安心心感感ののああるる暮暮ららししのの実実現現～～  

１．多様な保育ニーズへの対応 

２．子育て支援の充実と連携 

３．子どもと親の交流の場づくり 

４．子どもの居場所づくり 

５．援助を必要とする児童・保護者への支援 

１．障がい者への理解と社会参加の促進 

２．障がい福祉サービスの充実 

３．地域生活の支援体制の充実 

４．施設サービスの充実 

５．障がい者の就労支援 

６．障がい児通所サービスの充実 

生涯を健やかに過ごすことができる体制をつくります 

みんなで共に助けあい、支えあう地域をつくります 

安心して子育てができ、子どもが健やかに育つ社会をつ

くります 

障がいがあっても自立できる生活を送ることが可能な

社会をつくります 

４－６． 

社会保障の充

実 

 

４－５． 

高齢者福祉の

充実 

 

 

１．住み慣れた地域での生活支援 

２．介護予防の充実 

３．適切で効果的な介護サービスの充実 

４．高齢者の尊厳が保持される社会づくり 

５．共に生き支えあう地域ネットワークの充実 

１．生活の安定と自立に向けた支援 

２．介護保険制度の円滑な運営 

３．国民健康保険事業の健全な運営 

４．国民年金制度の周知 

活力を持ち、支えあって暮らす長寿社会をつくります 

安心して暮らせる持続可能な仕組みをつくります 
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生涯を健やかに過ごすことができる体制をつくります 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「第２次元気プラン新居浜２１」を策定し、健康づくりの目標を見直すとともに、新たな健康課題への対

策に取り組んでいます。健康づくりを推進するためには、健康都市づくり推進員を健康づくりリーダー

として育成し、その活動を地域に広げるとともに、食生活改善推進協議会等地区組織や各種団体など市

民との協働による健康づくりを展開していく必要があります。また、健康に対する市民の意識改革に繋

がるような取り組みを推進していく必要があります。 

・母子保健については、不妊に悩む人への対応や、家庭訪問や乳幼児健診・相談事業などを通じて、育児不

安や発達に課題のある家庭に支援を行っています。妊娠前から切れ目のない、一貫した支援体制を構築す

る必要があります。 

・成人保健については、受動喫煙防止対策を進めるとともに、がんや生活習慣病を原因とする死亡が増加し

ていることから、がん検診受診率の向上を図り、早期発見・治療につなげるとともに、効果的な生活習慣

病予防に取り組む必要があります。 

・精神保健相談件数が増加し、内容も複雑多様化しています。自殺にかかわる精神疾患（うつ）の早期発見

等の啓発が必要です。 

・感染症対策としては、予防接種や新興感染症に関する正しい知識の啓発や予防接種率を高め、感染症の蔓

延を防ぐことが必要です。 

・医師不足の深刻化とライフスタイルの変化等に伴う市民の医療に対するニーズの多様化により、救急医療

体制の維持が困難な状況になりつつあります。市民の安全安心な生活を確保するため、救急医療体制を維

持・確保する必要があります。 

 

 

 

■食育の普及啓発活動回数 

128 回 

（平成 21 年度） 

151 回 

（平成 26 年度） 

1５５回 

■健康都市づくり推進員地区活動回数 － 

１０８回 

（平成２６年度） 

２００回 

■乳児家庭全戸訪問率 

89.4％ 

（平成 21 年度） 

98.7％ 

（平成 26 年度） 

１００％ 

■感染症予防啓発活動回数 

44 回 

（平成 21 年度） 

49 回 

（平成 2６年度） 

５０回 

活動指標 

健康づくりと医療体制の充実 施施策策４４--１１  

【関連施策】 

３－３ 農業の振興 

３－５ 水産業の振興 

４－３ 児童福祉の充実 

４－４ 障がい者福祉の充実 

４－６ 社会保障の充実 

５－４ 学校教育の充実 

５－５ 特別支援教育の充実 

６－２ 消防体制の充実 

 

①健康寿命の延伸を目指し、「第２次元気プラン新居浜２１」に基づいて生涯にわたる健康づ

くりを推進します。健康都市づくり推進員や地区組織、各種団体と協力して、生活習慣の改

善や運動不足の解消など、健康に対する市民の意識改革に取り組みます。また、新居浜市食

育推進計画に基づいて食生活改善推進協議会等と協力して食育を推進します。 

②乳児家庭全戸訪問を推進するとともに、発達に課題のある親子に対して、関係機関と連携し

て一貫した支援体制づくりを行います。また、不妊に悩む人や、妊娠期から乳幼児期まで切

れ目ない支援を行い、安心して子育てができるよう取り組みます。 

③がん検診の受診率向上と禁煙推進に努めるとともに、健康相談・健康教育を実施し、生活習

慣病予防を推進します。 

④関係機関と連携したこころの健康づくりと自殺予防の推進に努めます。 

⑤予防接種の啓発及び未接種者への接種勧奨をするとともに、感染症に関する情報提供に努め

ます。 

⑥救急医療体制の維持・確保のため、市民への適正受診啓発を推進するとともに、医師不足解

消に向けた医師確保などの支援策を検討します。また、急患センターについては、関係機関

と協議を行い、機能充実や施設整備に努めます。 

現現況況とと課課題題  

活活動動指指標標とと計計画画値値  

後後期期取取組組方方針針  

望望ままししいい姿姿  

計画策定時 計画値（平成 32 年度） 現況値（年度） 
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フフィィーールルドド４４：：健健康康福福祉祉  

健

康

福

祉

 

 

 

 

 

 

 

 

基本計画基本計画基本計画基本計画    取組取組取組取組区分区分区分区分    主主主主なななな取組内容取組内容取組内容取組内容    

４４４４----１１１１----１１１１    地域と一体となった健康づくり地域と一体となった健康づくり地域と一体となった健康づくり地域と一体となった健康づくり 

継続 

重点 

◎健康づくりポイント事業 

◎ウォーキング推進事業 

◎食育の推進 

４４４４----１１１１----２２２２    母子保健対策の推進母子保健対策の推進母子保健対策の推進母子保健対策の推進 継続 

・乳児家庭全戸訪問の推進 

・乳幼児相談と健康診査の実施 

◎不妊治療への支援の推進 

４４４４----１１１１----３３３３    

生活習慣病の予防と早期発生活習慣病の予防と早期発生活習慣病の予防と早期発生活習慣病の予防と早期発

見・早期治療見・早期治療見・早期治療見・早期治療 

継続 

◎がん検診の実施 

・生活習慣病予防事業の実施 

４４４４----１１１１----４４４４    こころの健康づくりこころの健康づくりこころの健康づくりこころの健康づくり 継続 

・精神保健対策の推進 

 

４４４４----１１１１----５５５５    感染症対策の推進感染症対策の推進感染症対策の推進感染症対策の推進 継続 

・予防接種の推進 

・感染症予防についての啓発 

４４４４----１１１１----６６６６    

救急体制の維持・強化と地域救急体制の維持・強化と地域救急体制の維持・強化と地域救急体制の維持・強化と地域

医療の確保医療の確保医療の確保医療の確保 

継続 

重点 

◎救急医療体制の維持・確保 

・適正受診の啓発 

 

 

 

 

行 政 生涯を健やかに過ごすために、市民が主役の健康づくりを支えます。 

市 民 
市民一人ひとりが積極的に健康づくりに取り組むとともに、地域社会全体で支援

します。 

事業者 健康づくりのためのネットワークづくりに積極的に取り組みます。 

 

■食育の普及啓発講座参加者数 

5,199 人 

（平成 21 年度） 

5,772 人 

（平成 26 年度） 

5,８00 人 

■健康都市づくり推進員による普及活

動延人数 

－ 

５,139 人 

（平成２６年度） 

７,０００人 

■１歳６か月児健康状況等把握率 

95.2％ 

（平成 21 年度） 

97.7％ 

（平成 26 年度） 

１００％ 

■満２歳児における予防接種率 

95.4％ 

（平成 21 年度） 

97.3％ 

（平成 26 年度） 

9７.５％ 

成果指標 

成成果果指指標標とと目目標標値値  

取取組組方方針針にに基基づづくく後後期期基基本本計計画画・・主主なな取取組組内内容容  

・健康増進計画「第２次元気プラン新居浜２１」 ............. 平成２５年度策定＜平成３１年度見直し＞ 

・新居浜市子ども・子育て支援事業計画（平成２７～３１年度） .................. 平成 2６年度策定 

・新居浜市食育推進計画 ..................................................................... 平成 23 年度策定 

・新居浜市新型インフルエンザ等対策行動計画  .................... 平成２６年度策定 

個個別別計計画画  

現況値（年度） 
目標値（平成 32 年度） 

計画策定時 

協協働働ののままちちづづくくりりののたためめのの取取組組  

◎は「新居浜市総合戦略」関連項目 
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みんなで共に助けあい、支えあう地域をつくります 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・近年の核家族化に加え、地域における住民相互のつながりが希薄になってきたことにより、地域の

各分野での問題解決能力が低くなってきています。特に、地域には多様な福祉ニーズが潜在してお

り、それらのニーズに対し行政だけで対応、問題を解決することは困難な状況です。 

・こうした中、地域の中で活動するボランティア、ＮＰＯ、関係機関・団体、事業者といった地域福

祉の重要な担い手が単独で活動していくのではなく、協働し、それぞれの役割を充分に果たしてい

くことが益々重要となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

■地域福祉啓発イベント開催 

２回 

（平成 21 年度） 

３回 

（平成 26 年度） 

４回 

■民生児童委員参加研修数 

33 回 

（平成 21 年度） 

34 回 

（平成 26 年度） 

43 回 

■ボランティア育成のための各種養

成講座開講数 

15 回 

（平成 21 年度） 

20 回 

（平成 26 年度） 

２０回 

■地域福祉啓発イベント参加者数 

5,450 人 

（平成 21 年度） 

4,500 人 

（平成 26 年度） 

6,000 人 

■民生児童委員活動件数 

51,887 件 

（平成 21 年度） 

42,482 件 

（平成 26 年度） 

55,500 件 

■ボランティア団体登録数 

132 団体 

（平成 21 年度） 

181 団体 

（平成 26 年度） 

２００団体 

活動指標 

成果指標 

地域福祉の充実 施施策策４４--２２  

【関連施策】 

１－２ 道路の整備 

１－４ 安心な住宅の整備 

４－５ 高齢者福祉の充実 

５－２ 地域づくりの推進 

６－６ 地域コミュニティの充実 

６－７ 多様な主体による協働の推進 

 

①地域における住民同士の交流が減り、地域への関心が薄れている現状から、地域活動へ

住民参加を促すための広報活動や福祉に関するイベントや行事などを充実させます。ま

た、生活道路の整備や住環境整備を促進し、事業者に対してはバリアフリー新法の周知

を図るなど、広領域でユニバーサルデザイン

※

への取組を進めていきます。 

②福祉分野において地域で活躍している個人や団体が、地域に生じている様々な問題を単

体で解決することは難しい状況のため、社会福祉協議会、民生児童委員、自治会など地

域において福祉活動を行っている多様な主体が、行政も含め協働して問題解決を図って

いく体制を強化するとともに地域の特性を生かした地域福祉活動を推進します。 

③地域福祉の推進においてリーダーの育成は重要です。一部の人に負担を強いる結果にな

らないよう、ボランティア市民活動センターと連携し、リーダーの育成と同時に活動を

担う人材の育成を目的とした各種ボランティア講座を開催します。 

現現況況とと課課題題  

活活動動指指標標とと計計画画値値  

成成果果指指標標とと目目標標値値  

望望ままししいい姿姿  

後後期期取取組組方方針針  

計画策定時 
計画値（平成 32 年度） 

現況値（年度） 

現況値（年度） 
目標値（平成 32 年度） 

計画策定時 

ユニバーサルデザイン※・・・道具や空間をデザインするに当たり、障がい者のための特別なデザインを考案するのではなく、全ての⼈が利⽤可能で
使いやすいように、改良していこうという考え⽅。 
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フフィィーールルドド４４：：健健康康福福祉祉  

健

康

福

祉

 

 

 

基本計画基本計画基本計画基本計画    取組取組取組取組区分区分区分区分    主主主主なななな取組内容取組内容取組内容取組内容    

４４４４----２２２２----１１１１    

地域福祉意識の啓発と推進体地域福祉意識の啓発と推進体地域福祉意識の啓発と推進体地域福祉意識の啓発と推進体

制制制制の充実の充実の充実の充実 

継続 

・福祉のまちづくりの推進 

・総合福祉センターの整備 

４４４４----２２２２----２２２２    地域福祉活動の推進地域福祉活動の推進地域福祉活動の推進地域福祉活動の推進 

継続 

重点 

・社会福祉協議会及び民生児童委員活動の強化 

４４４４----２２２２----３３３３    地域福祉担い手の育成・確保地域福祉担い手の育成・確保地域福祉担い手の育成・確保地域福祉担い手の育成・確保 継続 

・各種ボランティア養成講座の実施 

 

 

 

 

行 政 
地域福祉活動団体に対し、運営面や活動の担い手となる人材の育成といった基盤

づくりにおいて支援を強化します。 

市 民 
一人ひとりが地域福祉活動の主役であるという認識を高め、積極的に地域活動に

参加します。 

事業者 社会貢献活動等の実施や地域活動への参加促進に努めます。 

 

 

 

 

取取組組方方針針にに基基づづくく後後期期基基本本計計画画・・主主なな取取組組内内容容  

個個別別計計画画  

・新居浜市地域福祉推進計画２０１１ ..........................................平成 22 年度策定 

協協働働ののままちちづづくくりりののたためめのの取取組組  
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安心して子育てができ、子どもが健やかに育つ社会をつくります 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・保育所入所児童数は安定傾向にありますが、保育需要は依然として高い水準にあり、特に年度途中の３歳未満児

の受入の整備と、延長保育、休日保育等の多様な保育ニーズへの対応が必要です。また、児童福祉施設について

は、老朽化が進んでいる施設があります。 

・ファミリー・サポート・センター

※

の利用件数は安定傾向にありますが、核家族化などによりニーズが多様化し

ており、早朝･夜間の緊急時や病児・病後児の預かり、ひとり親家庭の支援などの充実、子育て支援に関する窓

口の一元化や情報提供・相談体制の充実が必要です。子ども医療費助成の拡充については、医師不足などの問題

による地域医療・小児科医療の崩壊を回避するなど、医療体制に係る諸問題の解決を図る必要もあることから、

関係機関と協議をしながら検討する必要があります。また、少子化対策として、多子世帯へ一層の配慮を行い、

3 人以上子どもを持てる環境を整備することが重要です。 

・核家族化、地域のつながりの希薄化等により、出産や子育ての不安感や負担感が増大しており、妊娠期からの切

れ目のない支援が必要です。 

・放課後児童クラブにおいて、放課後子ども教室との連携が十分でないことから、対応を検討することが必要です。

また、子どもたちが安心して遊べる場所の確保が必要です。 

・ひとり親家庭が増加傾向にある中、ひとり親家庭への経済的な 自立支援が必要です。また、児童の虐待が問題

となっており、相談件数も多く、相談内容も深刻化していることから、児童相談所等と連携したサポート体制の

充実が必要です。また、東新学園については老朽化が進み、建て替えが必要です。 

 

 

 

■延長保育実施箇所数 

15 箇所 

（平成 22 年度） 

1６箇所 

（平成 26 年度） 

17 箇所 

■休日保育実施箇所数 

0 箇所 

（平成 22 年度） 

1 箇所 

（平成 26 年度） 

1 箇所 

■地域子育て支援拠点事業開設数 

3 箇所 

（平成 22 年度） 

7 箇所 

（平成 26 年度） 

８箇所 

■要保護児童対策地域協議会（実務

者会議）開催回数 

0 回 

（平成 21 年度） 

4 回 

（平成 26 年度） 

12 回 

活動指標 

児童福祉の充実 施施策策４４--３３  

【関連施策】 

４－１ 健康づくりと医療体制の充実 

４－４ 障がい者福祉の充実 

５－３ 家庭、地域の教育力の向上 

５－５ 特別支援教育の充実 

 

①平成２７年度から施行された子ども・子育て支援新制度へ適切に対応し、通常保育や延長保育・

休日保育・一時預かり事業などの多様な教育・保育ニーズの事業量見込みに基づく、量的拡大と

質的改善を図ります。また、保育園や児童館などの老朽化した児童福祉施設の整備を図ります。 

②病児や緊急な預かり等に対応するために医療関係機関との連携体制を整備します。子育て支援に

関する窓口の一元化を図るとともに、情報提供や相談体制の充実に努めます。また、子ども医療

費助成の拡充や保育料の見直しなどにより、子育て世帯の経済的負担の軽減を図るとともに、少

子化対策としての多子世帯支援策の充実・強化を図ります。 

③出産や子育ての不安感等を緩和し、子どもの健やかな育ちを支援するため、子育て親子の交流の

場として子育て支援拠点

※

の設置を促進し、地域における子育て支援機能の充実を図るとともに、

多様な教育・保育施設や地域の子育て支援事業を円滑に利用できるよう支援を行います。 

④放課後児童クラブ

※

の充実を図っていくとともに、放課後子ども教室

※

との連携を推進します。ま

た、児童遊園地及び遊具の適正配置と安全管理を徹底します。 

⑤ひとり親家庭に対する支援と児童虐待対策を充実させるとともに、関係機関と連携して相談・サ

ポート体制の充実と家庭教育の推進を図ります。また、東新学園については、建て替えを行いま

す。 

現現況況とと課課題題  

活活動動指指標標とと計計画画値値  

望望ままししいい姿姿  

計画策定時 計画値（平成 32 年度） 現況値（年度） 

後後期期取取組組方方針針  

子育て支援拠点※ ・・・・・・・・・・子育て中の親子が気軽に集い、相互交流や子育ての不安、悩みを相談できる場。 
放課後児童クラブ※・・・・・・・・・・就労等により昼間家庭に保護者がいない概ね⼩学１年⽣から３年⽣までの児童を対象とし、学校の余裕教

室等を活⽤して、適切な遊びと⽣活の場を設け、児童の健全な育成を図ることを目的とした事業。 
放課後子ども教室※・・・・・・・・・・放課後や週末に⼩学校の教室や公⺠館等を活⽤して、地域の多様な⽅々の参画を得て、子どもたちとともに

学習やスポーツ・⽂化活動、地域住⺠との交流活動等に取り組む制度。 
ファミリー・サポート・センター※・・・子育ての支援を⾏いたい⼈と、子育ての援助を受けたい⼈が会員として登録し、子育てに関する有償の相互援

助活動を⾏い、子育ての支援を図る事業。 
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フフィィーールルドド４４：：健健康康福福祉祉  

健

康

福

祉

 

 

 

 

 

 

 

基本計画基本計画基本計画基本計画    取組取組取組取組区分区分区分区分    主主主主なななな取組内容取組内容取組内容取組内容    

４４４４----３３３３----１１１１    多様な保育ニーズへの対応多様な保育ニーズへの対応多様な保育ニーズへの対応多様な保育ニーズへの対応 

継続 

重点 

・一時預かり、延長保育、休日保育の実施 

４４４４----３３３３----２２２２    子育て支援の充実と連携子育て支援の充実と連携子育て支援の充実と連携子育て支援の充実と連携 

継続 

重点 

・ファミリー･サポート・センターの運営 

・病児・病後児保育の実施 

◎子ども医療費助成の拡充 

◎子育て世帯に対する経済的・精神的支援の充実 

４４４４----３３３３----３３３３    子どもと親の交流の場づくり子どもと親の交流の場づくり子どもと親の交流の場づくり子どもと親の交流の場づくり 継続 

・地域子育て支援拠点の設置 

◎子育て人材バンクの設置 

４４４４----３３３３----４４４４    子どもの居場所づくり子どもの居場所づくり子どもの居場所づくり子どもの居場所づくり 継続 

◎放課後児童の健全育成 

・児童遊園地の整備 

４４４４----３３３３----５５５５    

援助を必要とする児童・保護者援助を必要とする児童・保護者援助を必要とする児童・保護者援助を必要とする児童・保護者

への支援への支援への支援への支援 

継続 

・ひとり親家庭に対する経済的支援 

・児童虐待対策の推進と家庭・婦人相談員の設置 

・東新学園の建て替え 

 

 

 

行 政 地域、事業者、関係機関と連携し、包括的な子育て支援に取り組みます。 

市 民 
地域の子どもたちに対する関心と理解を深め、子どもたちを地域の宝として見守り

支えるよう努めます。 

事業者 
行政と連携し、ワーク・ライフ・バランス

※

のとれた働き方ができる環境整備に努め

ます。 

 

 

■延長保育利用登録者数 

122 人 

（平成 21 年度） 

135 人 

（平成 26 年度） 

142 人 

■休日保育利用者数（１日当たり） 

０人 

（平成 21 年度） 

2.0 人 

（平成 26 年度） 

10 人 

■地域子育て支援拠点事業延利用者

数 

10,500 人 

（平成 21 年度） 

37,315 人 

（平成 26 年度） 

４２,000 人 

■子育て支援施策満足度 

15.0% 

（平成 21 年度） 

17.5% 

（平成 26 年度） 

２０.０% 

成果指標 

成成果果指指標標とと目目標標値値  

取取組組方方針針にに基基づづくく後後期期基基本本計計画画・・主主なな取取組組内内容容  

個個別別計計画画  

・新居浜市子ども・子育て支援事業計画（平成２７～３１年度） .................. 平成 2６年度策定 

現況値（年度） 
目標値（平成 32 年度） 

計画策定時 

協協働働ののままちちづづくくりりののたためめのの取取組組  

◎は「新居浜市総合戦略」関連項目 

ワーク・ライフ・バランス※・・・「仕事と⽣活の調和」と訳され、国⺠⼀⼈ひとりが、やりがいや充実感を持ちながら働き、仕事上の責任を果たすとと
もに、家庭や地域⽣活などにおいても、子育て期、中⾼年期といった⼈⽣の各段階に応じて多様な⽣き⽅が選択・
実現できること。 
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障がいがあっても自立できる生活を送ることが可能な社会をつくります 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・障がい者福祉の基本理念である「ノーマライゼーション」を実現するためには、障がい者に対する社会の

理解と社会参加の促進が図られる施策が重要です。 

・障がい者は増加傾向にあり、さらに、重度化、重複化、高齢化がみられますが、障がい者が自立して暮ら

せる共生社会の実現のためには障がい福祉サービスの充実が必要です。 

・社会情勢の変化による核家族化が進む中、地域で暮らす障がい者が抱える問題は多様化しており、そのニ

ーズに対応する相談支援等の支援施策が必要です。また、ライフステージに応じた総合的、横断的な推進

体制への要望や気運が高まっており、総合的な支援体制整備が望まれています。 

・障がい者が利用するための老朽化施設の改修や制度改正に伴う施設機能の充実が必要です。 

・障がい者に対する就労施策の検討や支援体制づくりのために障がい者自立支援協議会の専門部会として 

設置された「はたらく部会」において地域課題を検証し、就労支援体制を充実していくことが必要です。 

・障がいのある子どもは年々増加傾向にあり、障がいの早期発見、発達段階や障がい特性に応じた支援、  

障がい児を育てる家庭に対する支援等の充実が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

■障がい福祉サービス事業所数（市

内の事業所数） 

34 箇所 

（平成 21 年度） 

4７箇所 

（平成 26 年度） 

54 箇所 

■委託相談支援事業所設置数 

4 箇所 

（平成 21 年度） 

6 箇所 

（平成 26 年度） 

6 箇所 

■就労継続

※

、就労移行支援事業所

※

数 

4 箇所 

（平成 21 年度） 

12 箇所 

（平成 26 年度） 

16 箇所 

■障がい児通所サービス事業所数

（市内・障がい児相談を含む） 

－ 

1４箇所 

（平成 26 年度） 

18 箇所 

活動指標 

障がい者福祉の充実 施施策策４４--４４  

【関連施策】 

４－１ 健康づくりと医療体制の充実 

４－３ 児童福祉の充実 

５－５ 特別支援教育の充実 

 

 

①「ノーマライゼーション

※

」理念の普及啓発のための啓発活動を行うとともに、障がい者自立支援協

議会において障がい者施策に対する協議を行います。また、障がい者の社会参加を促進するための施

策に取り組みます。 

②重度障がい者に対する経済的負担軽減を図るとともに、障がい者団体に対する支援を行います。また、

必要な障がいサービスが利用できるよう各種サービスの基盤整備を行うとともに障がい者への事業

所情報の提供の充実を図ります。 

③障がいサービスや保健センターの協力により障がい者の健康づくりを実施します。また、３障がいを

総合的に相談できる体制や相談支援員のスキルアップを図ることで、障がい者への相談対応を充実さ

せるとともに、障がいや発達課題のある子どもの生涯にわたる一貫した支援を行えるよう総合的な支

援体制の整備を行います。さらに、施設や病院で生活している障がい者が地域で生活できるよう住居

の確保に対する支援を検討します。 

④計画的な指定管理施設改修を行うとともに、福祉サービス提供体制を確保するために必要な施設整備

に対する補助等に取り組みます。 

⑤市における障がい者雇用を他の企業に示すことで、市内企業の障がい者雇用・就労促進を図るととも

にハローワークや障がい者就業・生活支援センター等との連携を強化し、障がい者への雇用機会の確

保に努めます。 

⑥障がいのある子どもが身近な地域や家庭で生活ができるよう、障がい児通所支援の充実や関係機関と

の連携強化を図るとともに、年齢や障がい特性に応じた専門的な支援が提供されるよう質の確保に努

めます。 

現現況況とと課課題題  

活活動動指指標標とと計計画画値値  

望望ままししいい姿姿  

後後期期取取組組方方針針  

計画策定時 
計画値（平成 32 年度） 現況値（年度） 

ノーマライゼーション※・・・障がい者や⾼齢者など社会的に不利を受けやすい⼈々が、社会の中で他の⼈々と同じように⽣活し、活動することが
社会の本来あるべき姿であるという考え⽅。 

就労継続支援事業所※・・・通常の事業所に雇⽤されることが困難な障がい者に対し、就労の機会を提供するとともに、⽣産活動その他の活
動の機会を通じて、その知識及び能⼒の向上のために必要な訓練等を供与する事業所。 

就労移⾏支援事業所※・・・⼀般就労を希望し、知識・能⼒の向上、実習、職場探し等を通じ、適性に合った職場への就労等が⾒込まれる
障がい者に対し、事業所内における作業訓練や職場実習、就職後の職場定着支援等を実施する事業所。 
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フフィィーールルドド４４：：健健康康福福祉祉  
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福
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基本計画基本計画基本計画基本計画    取組取組取組取組区分区分区分区分    主主主主なななな取組内容取組内容取組内容取組内容    

４４４４----４４４４----１１１１    

障がい者への理解と社会参加障がい者への理解と社会参加障がい者への理解と社会参加障がい者への理解と社会参加

の促進の促進の促進の促進 

継続 

重点 

・福祉バスの運行 

・手話通訳の設置 

・理解促進研修・啓発事業の実施 

４４４４----４４４４----２２２２    障がい福祉サービスの充実障がい福祉サービスの充実障がい福祉サービスの充実障がい福祉サービスの充実 継続 

・心身障がい者への経済的支援 

・社会福祉団体の支援 

・障がい者の自立支援 

４４４４----４４４４----３３３３    地域生活の支援体制の充実地域生活の支援体制の充実地域生活の支援体制の充実地域生活の支援体制の充実 継続 

・相談支援事業の実施 

・タイムケア事業の実施 

４４４４----４４４４----４４４４    施設サービスの充実施設サービスの充実施設サービスの充実施設サービスの充実 継続 

・障害者支援施設等整備への補助 

４４４４----４４４４----５５５５    障がい者の就労支援障がい者の就労支援障がい者の就労支援障がい者の就労支援 継続 

・地域活動支援センター

※

等への支援 

・物品等調達推進方針に基づき障がい者就労

施設から物品及び役務調達の推進 

４４４４----４４４４----６６６６    障がい児通所サービスの充実障がい児通所サービスの充実障がい児通所サービスの充実障がい児通所サービスの充実 新規 

・障がい児の通所支援 

 

 

 

行 政 

障害者計画・障害福祉計画に沿ってサービス事業者や民間企業、ＮＰＯ・地域住

民団体等と連携し、ライフステージの全段階を通じた総合的かつ適切な支援施策

体制を整備します。 

市 民 
障がい者の自立を地域で支えるように、個性を理解しながら相互交流の輪を広

げ、力を合わせて様々な活動や福祉活動に取り組みます。 

事業者 
事業者間の連携を強化し、障がい者のニーズに適切に対応できるように努めま

す。 

 

 

■障がい福祉サービス利用者数 

713 人 

（平成 21 年度） 

1,221 人 

（平成 26 年度） 

1,400 人 

■相談支援延件数 

7,118 件 

（平成 21 年度） 

8,315 件 

（平成 26 年度） 

8,700 件 

■障がい者雇用率 

1.6０％ 

（平成 21 年度） 

1.77％ 

（平成 26 年度） 

2.0％ 

■障がい児通所サービス利用者数 － 184 人 240 人 

成果指標 

成成果果指指標標とと目目標標値値  

取取組組方方針針にに基基づづくく後後期期基基本本計計画画・・主主なな取取組組内内容容  

個個別別計計画画  

・新居浜市第 2 期障がい者計画 ...................................................... 平成２６年度策定 

・新居浜市第 4 期障がい福祉計画 .................................................. 平成２６年度策定 

・新居浜市地域福祉推進計画２０１１ ......................................... 平成２２年度策定 

 

現況値（年度） 
目標値（平成 32 年度） 

計画策定時 

協協働働ののままちちづづくくりりののたためめのの取取組組  

地域活動支援センター※・・・障がい者に対し、創作的活動⼜は⽣産活動の機会を提供し、社会との交流の促進等を⾏う施設。 
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活力を持ち、支えあって暮らす長寿社会をつくります 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・高齢化の進展に伴い、ひとり暮らし高齢者や要介護者など在宅支援の必要な高齢者が増えているため、介

護する家族やひとり暮らし高齢者に対する支援策を講じる必要があります。 

・介護予防と生活支援が一体的に提供される体制づくりや介護予防事業への参加を促進するため、高齢者自

身の介護予防意識を向上する必要があります。 

・介護保険施設や高齢者専用住宅が不足している上に、介護現場での職員確保が難しく、安心してサービス

を受けることが難しくなってきているため、施設の基盤整備と介護職員の人材確保が急務となっています。 

・認知症高齢者が増加し、施設・在宅共に支援が必要となっており、認知症高齢者を見守り支援する地域ケ

ア体制、ネットワークの整備が必要です。 

・高齢者は住み慣れた地域で元気に自立した生活をすることを望んでいるため、在宅で安心して生活できる

ための支援と高齢者が地域の中で生きがいや役割を持って生活できるよう、住民主体の通いの場が拡大す

るような地域づくりを推進する必要があります。 

 

 

 

■見守りひとり暮らし高齢者数 

3,784 人 

（平成 21 年度） 

3,355 人 

（平成 26 年度） 

4,500 人 

■介護予防教室等開催数 

91 回 

（平成 21 年度） 

96 回 

（平成 26 年度） 

120 回 

■認知症サポーター

※

数 

1,413 人 

（平成 21 年度） 

8,694 人 

（平成 26 年度） 

16,000 人 

活動指標 

高齢者福祉の充実 施施策策４４--５５  

【関連施策】 

１－４ 安心な住宅の整備 

３－８ 雇用環境の整備・充実 

４－２ 地域福祉の充実 

４－６ 社会保障の充実 

６－１ 安全安心な生活空間の形成 

①地域包括支援センター

※

と介護支援専門員

※

との連携を強化するとともに、寝たきりや認知症

高齢者を在宅で介護している家族に対する支援を行います。見守りの必要のあるひとり暮ら

し高齢者や徘徊行動のある認知症高齢者に対する支援と介護者に対する支援を行います。 

②介護予防事業をさらに充実させ自立に向けた支援を行うとともに、介護予防の意識啓発を推

進します。 

③介護保険事業計画に基づく、高齢者が住み慣なれた地域で生活することができるための施設

整備を行います。また、介護職の有資格者及び資格取得希望者への支援を行います。 

④権利擁護や成年後見制度

※

利用支援における連携を強化します。また、認知症への理解を促

進するため、認知症サポーター養成講座などの啓発活動に取り組むとともに、協力関係機関

による認知症高齢者見守りネットワークを構築し、認知症高齢者やその家族への支援を強化

します。 

⑤包括的な高齢者支援を充実させるために、地域包括ケアシステム

※

の構築を目指します。さ

らなる高齢者活動をサポートし、高齢者の社会参加を促進するとともに、高齢者が身近な地

域で生きがいや役割を持って生活できる仕組みづくりや健康寿命の延伸のための健康長寿

事業を推進します。 

現現況況とと課課題題  

活活動動指指標標とと計計画画値値  

望望ままししいい姿姿  

後後期期取取組組方方針針  

計画策定時 
計画値（平成 32 年度） 現況値（年度） 

地域包括支援センター※・・・地域の⾼齢者の⼼⾝の健康の維持、保健・福祉・医療の向上、⽣活の安定のために必要な援助、支援を総合
的に⾏う機関。 

介護支援専門員※・・・・・・・要介護者等からの相談に応じ、適切なサービスを利⽤できるように市町村や居宅サービス事業者、介護保険施設
等との連絡調整等を⾏う者。 

成年後⾒制度※・・・・・・・・・認知症、知的障がい、精神障がいなどの理由で判断能⼒が不⼗分な⽅々を保護し、支援する制度。 
地域包括ケアシステム※・・・介護が必要になった⾼齢者も、住み慣れた⾃宅や地域で暮らし続けられるように、「医療・介護・介護予防・⽣活支

援・住まい」の五つのサービスを、⼀体的に受けられる支援体制のこと。 
認知症サポーター※・・・・・・・認知症に関する正しい知識と理解を持ち、地域や職域で認知症の⼈やその家族を支援する⼈のこと。 
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フフィィーールルドド４４：：健健康康福福祉祉  

健

康

福

祉

 

 

 

 

 

 

 

基本計画基本計画基本計画基本計画    取組取組取組取組区分区分区分区分    主主主主なななな取組内容取組内容取組内容取組内容    

４４４４----５５５５----１１１１    住み慣れた地域での生活支援住み慣れた地域での生活支援住み慣れた地域での生活支援住み慣れた地域での生活支援 

継続 

重点 

・地域包括支援センターの運営 

・介護する家族やひとり暮らし高齢者 

に対する支援 

４４４４----５５５５----２２２２    介護予防の充実介護予防の充実介護予防の充実介護予防の充実 

継続 

重点 

・介護予防の推進 

・新予防給付マネジメントの実施 

４４４４----５５５５----３３３３    

適切で効果的な介護サービスの適切で効果的な介護サービスの適切で効果的な介護サービスの適切で効果的な介護サービスの

充実充実充実充実 

継続 

・介護保険施設の基盤整備 

・介護職員の人材確保 

４４４４----５５５５----４４４４    

高齢者の尊厳が保持される社会高齢者の尊厳が保持される社会高齢者の尊厳が保持される社会高齢者の尊厳が保持される社会

づくりづくりづくりづくり 

継続 

・総合相談と権利擁護の実施 

・成年後見制度の利用支援 

４４４４----５５５５----５５５５    

共に生き支えあう地域ネットワーク共に生き支えあう地域ネットワーク共に生き支えあう地域ネットワーク共に生き支えあう地域ネットワーク

の充実の充実の充実の充実 

継続 

◎高齢者の社会参加促進と高齢者が 

共に高齢者を支える仕組みづくり 

 

 

 

 

行 政 高齢者が住み慣れた地域で生活できる環境整備に努めます。 

市 民 
高齢化社会が進展することを認識し、地域全体で高齢者を支える社会づくりに積

極的に取り組みます。 

事業者 共に支えあう地域ネットワークづくりに積極的に取り組みます。 

 

 

 

 

■要支援・要介護認定者数のうち、

在宅生活者数 

5,919 人 

（平成 21 年度） 

6,329 人 

（平成 26 年度） 

6,500 人 

■高齢者全体に占める自立者・軽度

者（要支援者）の割合 

83.6％ 

（平成 21 年度） 

84.4％ 

（平成 26 年度） 

87.0％ 

■施設・居住系サービスのベッド数 

935 床 

（平成 21 年度） 

1,689 床 

（平成 26 年度） 

1,７５８床 

■成年後見制度等相談件数 

14 件 

（平成 21 年度） 

43 件 

（平成 26 年度） 

50 件 

成果指標 

成成果果指指標標とと目目標標値値  

取取組組方方針針にに基基づづくく後後期期基基本本計計画画・・主主なな取取組組内内容容  

個個別別計計画画  

・新居浜市高齢者福祉計画２０１５ .............................................. 平成２６年度策定 

・新居浜市地域福祉推進計画２０１１ ......................................... 平成２２年度策定 

現況値（年度） 
目標値（平成 32 年度） 

計画策定時 

協協働働ののままちちづづくくりりののたためめのの取取組組  

◎は「新居浜市総合戦略」関連項目 
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安心して暮らせる持続可能な仕組みをつくります 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・社会経済状況等の悪化により生活困窮世帯が増加しています。要保護世帯に対し経済的援助や自立

支援を図る必要があり、また、生活保護手前の生活困窮世帯に対し、生活困窮者自立支援事業をは

じめとする他法他施策の活用や生活福祉資金の貸付など制度の有効活用を図る必要があります。 

・要支援・要介護認定者数の増加により、介護保険給付費が増加している中で、介護認定の適正化と

介護サービスの質的向上を図るとともに、介護保険制度を持続可能なものとし、地域における介護

サービス基盤を整備する必要があります。 

・高齢化の進行や医療の高度化などにより、国保の医療費が増加している反面、長引く経済不況など

により、所得水準が低下し、国保の保険料収入が減少しています。また、国保運営の県単位による

広域化に伴う環境整備のため、国保財政の健全化を図る必要があります。 

・国民年金については、制度に対する不安感等により、被保険者数の減少や保険料の未納などの問題

が生じています。このことから日本年金機構と連携し、年金制度への理解を深める必要があります。 

 

 

 

 

■介護相談員数 

20 人 

（平成 21 年度） 

20 人 

（平成 26 年度） 

30 人 

■集団健診結果説明会開催回数 － 

42 回 

（平成 26 年度） 

55 回 

■特定健康診査集団健診開催数 

24 回 

（平成 21 年度） 

42 回 

（平成 26 年度） 

55 回 

活動指標 

社会保障の充実 施施策策４４--６６  

【関連施策】 

４－１ 健康づくりと医療体制の充実 

４－５ 高齢者福祉の充実 

 

 

①要保護世帯に対し、経済的援助や自立支援を行うとともに、権利義務を周知徹底し、生

活保護の適正な実施を図ります。また、生活困窮者自立支援事業の活用により、生活保

護手前の生活困窮世帯の生活の安定と環境改善を目指し、関係機関と連携しながら包括

的な支援を行い、他法他施策の活用や生活福祉資金の貸付など制度の周知を図ります。 

②認定調査員、介護認定審査会等の資質の向上と介護相談員

※

等の活用を図ります。介護

給付適正化を推進し、給付と負担のバランスのとれた介護保険事業計画の策定を図りま

す。また、多様なサービスの充実などの受け皿の整備や地域の特性を生かした取組を行

い、介護予防給付から新しい総合事業への円滑な移行を図ります。 

③国保財政の健全化を図るため、歳入面では医療給付費に見合う適正な保険料賦課と適切

な財源確保に努めるとともに、滞納処分体制を強化し、保険料徴収率の向上に努めます。

歳出面では、特定健康診査

※

・特定保健指導

※

を積極的に実施し、生活習慣病の早期発見・

予防などに努め、医療費の適正化を図ります。 

④広報活動による国民年金制度の周知や年金相談を積極的に行い、未加入者の自発的な加

入促進と保険料の納付を推進します。 

現現況況とと課課題題  

活活動動指指標標とと計計画画値値  

望望ままししいい姿姿  

後後期期取取組組方方針針  

計画策定時 
計画値（平成 32 年度） 現況値（年度） 

介護相談員※・・・・・市から委嘱を受け、介護サービスの利⽤者と事業者の橋渡し役となって、サービス改善等を図る者。 
特定健康診査※・・・メタボリックシンドロームに着目した健康診査。⽣活習慣を改善し、⾼⾎圧症や⾼脂⾎症、糖尿病などの有病者・予備軍

を減少させることを目的とする。40 歳〜74 歳までの公的医療保険加⼊者全員が対象。 
特定保健指導※・・・特定健康診査の結果から、⽣活習慣病のリスクが⾼く、⽣活習慣の改善が必要な⽅に対して、保健師、管理栄養⼠等

の指導のもと⽣活習慣を⾒直すための支援を⾏うこと。 
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フフィィーールルドド４４：：健健康康福福祉祉  

健

康

福

祉

 

 

 

 

 

 

 

基本計画基本計画基本計画基本計画    取組取組取組取組区分区分区分区分    主主主主なななな取組内容取組内容取組内容取組内容    

４４４４----６６６６----１１１１    生活の安定と自立に向けた支援生活の安定と自立に向けた支援生活の安定と自立に向けた支援生活の安定と自立に向けた支援    継続 

・生活保護の適正な実施 

・生活困窮者自立支援事業の実施 

４４４４----６６６６----２２２２    介護保険制度の円滑な運営介護保険制度の円滑な運営介護保険制度の円滑な運営介護保険制度の円滑な運営 

継続 

重点 

・新居浜市高齢者福祉計画の策定 

４４４４----６６６６----３３３３    国民健康保険事業の健全な運営国民健康保険事業の健全な運営国民健康保険事業の健全な運営国民健康保険事業の健全な運営 

継続 

重点 

・国民健康保険料の賦課徴収 

・特定健康診査等医療費適正化の推進 

４４４４----６６６６----４４４４    国民年金制度の周知国民年金制度の周知国民年金制度の周知国民年金制度の周知 継続 

・広報活動の実施 

 

 

 

 

行 政 社会保険制度を持続可能な制度とするため、適正な事業計画を策定し推進します。 

市 民 社会保険制度の必要性を認識し、適正なサービスの利用と負担に応じます。 

事業者 適正で質の高い社会保険サービスの実施に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■軽度介護サービス利用率 

７３.９０％ 

（平成 21 年度） 

７７.９７％ 

（平成 26 年度） 

８０.０％ 

■特定健康診査受診者数 

5,902 人 

（平成 21 年度） 

5,666 人 

（平成 25 年度） 

8,000 人 

■メタボリックシンドローム該

当者・予備群の割合 

26.8％ 

（平成 20 年度） 

25.9％ 

（平成 25 年度） 

11.8％ 

■国民健康保険料の徴収率 

85.1％ 

（平成 21 年度） 

88.1６％ 

（平成 26 年度） 

88.2％ 

成果指標 

成成果果指指標標とと目目標標値値  

取取組組方方針針にに基基づづくく後後期期基基本本計計画画・・主主なな取取組組内内容容  

個個別別計計画画  

・新居浜市高齢者福祉計画２０１５ .............................................. 平成２６年度策定 

・第２期新居浜市特定健康診査等実施計画 ................................ 平成２４年度策定 

現況値（年度） 
目標値（平成 32 年度） 

計画策定時 

協協働働ののままちちづづくくりりののたためめのの取取組組  
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